様式第十一号（第十条の十関係）

	
	
	廃止
変更
	
	

	
	産業廃棄物処理業
	
	届出書
	

	
	
	
	
	

	
	            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（宛　先）
　　　　　　越谷市長　宛

  　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　届出者　〒
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　年　　月　　日付け第　　　　　号で許可を受けた産業廃棄物処理業に係る以下の
	

	
	
	廃止
変更
	            　  
	

	
	事項について
	
	したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項に
	

	
	
	
	
	

	
	おいて準用する同法第７条の２第３項の規定により、関係書類等を添えて届け出ます。
	

	
	
	新
	旧
	

	
	廃止した事業又は変更した事項の内容
(規則第１０条の１０第１項第２号に掲げる事項を除く。)
	
	
	

	
	
	

	
	 変更した事項の内容（規則第１０条の１０第１項第２号に掲げる事項）
	

	
	
	
	

	
	
	（変更内容が法人に係るものである場合）※法定代理人、株主及び出資をしている者の変更
	

	
	
	（ふりがな）
名　　　称
	住　　　　　　所
	

	
	
	
	
	

	
	
	（変更内容が個人に係るものである場合）※法定代理人、役員（法定代理人が法人である場合の当該法人の役員を含む）、株主、出資をしている者及び使用人の変更
	

	
	
	（ふりがな）
名　　　称
	生 年 月 日
	本　　　　　　籍
	

	
	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　所
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	 廃止又は変更の理由
	
	

	
	 備考
１　この届出書は、廃止又は変更の日から１０日（法人で規則第１０条の１０第３項第１号又は第２号の規定により登記事項証明書を添付すべき場合にあっては、３０日）以内に提出すること。
２　各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、この様式の例により作成した書面を添付すること。
	




新旧対照表（役員・株主・政令使用人等）

	新
	旧

	役職名
・呼称
	対象者に○
	（ふりがな）
氏名
	保有株式数又は出資額
	役職名
・呼称
	対象者に○
	（ふりがな）
氏名
	保有株式数又は出資額

	
	
	
	割合
（％）
	
	
	
	割合
（％）

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（第１０面）
	
誓　約　書


　　申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第５項第２号イからヘに該当しない者であることを誓約します。







　　　　年　　月　　日　　　

　越谷市長　宛

申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては名称及び代表者の氏名）


























施設等の所有権（使用権原）を有することを証する書類

	No.
	施設名
	型式等

	
	
	


	
	
	


	
	
	


	
	
	



●施設


●施設の所有等の区分
	該当箇所に○
	区分
	提出書類
	提出方法

	
	自己所有
	売買契約書、納品書、領収書等
（施設を有することを客観的に証する書類）
	別添

	
	自己所有
	申立書（施設を有することを客観的に証する書類がない場合）
	別紙様式

	
	他者所有
	賃貸借契約書等
	別添




（施設を有することを客観的に証する書類がない場合に添付してください。）

　　年　　月　　日

越谷市長　宛


　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　 　住　所　　　　　　　　　 　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏  名　　　　　　　　　 　　　　　　　　  
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者名）　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法人にあっては名称及び代表者の氏名)
                                      


申　立　書


本申請に係る以下の施設について、所有していることを申し立てます。

	No.
	施設名
	型式等

	
	
	


	
	
	


	
	
	





３　処理施設
（１）処理工程
　　　処理工程全体のフロー図を作成してください。
















































事業場番号　Ｎｏ．

（２）施設一覧表（事業場ごとに作成してください。）

	No
	施設名※1
	型式・能力※2
	使用方法※3
	産業廃棄物の種類※4

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	



　※１　具体的に施設名（焼却施設、破砕施設、中和施設、脱水施設等）を記載してください。
　※２　施設の型式及び能力を記載してください。
　※３　施設の使用方法を具体的に記載してください。
　※４　処理する産業廃棄物の種類を具体的に記載してください。


　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業場番号　Ｎｏ．　　、処理施設番号　Ｎｏ．　　
（３）施設の概要　　　
　ア　中間処理施設（処理施設ごとに作成してください）
	産業廃棄物の種類
	

	処
理
施
設
	種類
	

	
	型式
	

	
	処理方法
	

	
	処理能力
	

	環
境
保
全
対
策
	水質汚濁
	

	
	大気汚染
	

	
	悪臭
	

	
	振動
	

	
	騒音
	

	
	飛散
	

	
	流出
	

	
	
	

	
	地下浸透
	

	処分後の産業廃
棄物の処理方法
	

	そ
の
他
	作業時間
	

	
	責任者
	

	
	備考
	



　（注）事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び事業場全体の平面図並びに当該施設の付近の見取り図を添付してください。
　　　　施設の処理能力計算書を添付してください。


４　保管施設
（１）保管施設一覧表
	　事業場番号　Ｎｏ．
	新規、変更なし、変更前・変更後

	No
	産業廃棄物の種類
（処理前・後の別）
	保管容量
	保管面積
	保管高さ

	１
	

（前・後）
	
	
	

	２
	

（前・後）
	
	
	

	３
	

（前・後）
	
	
	

	４
	

（前・後）
	
	
	

	５
	

（前・後）
	
	
	

	６
	

（前・後）
	
	
	

	
７
	

（前・後）
	
	
	

	８
	

（前・後）
	
	
	

	９
	

（前・後）
	
	
	

	10
	

（前・後）
	
	
	




（２）保管施設の概要
	事業場番号　　Ｎｏ．
	新規、変更なし、変更前・変更後

	保管施設番号　Ｎｏ．
	

	産業廃棄物の種類
（処理前・後の別）
	
（前・後）

	保管の目的
	

	保管の期間
	

	保管施設の面積
	

	保管の高さ
（屋内・屋外の別）
	　　　　　　　　　　　　　　　　（屋内・屋外）

	保管容器
	容器の種類
	

	
	容量及び数量
	

	保管施設の容量
	

	【囲い等に直接荷重がかかる場合】
耐荷重性の有無
	

	環境保全対策
	囲い・表示
	

	
	飛散防止措置
	

	
	流出防止措置
	

	
	浸透防止措置
	

	
	悪臭防止措置
	

	
	ねずみ及び蚊等の
防止措置
	



　※　保管施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び施設の設置場所を示す事業場平面図を添付してください。
　※　屋外における保管で、施設の囲い、仕切等に直接荷重がかかる場合は、構造耐力上の安全が確保されていることの証明書類及び図面等を添付してください。
　※　保管容器を使用する場合には保管容器の容量計算書、使用しない場合には廃棄物の積上げ図及び体積計算書を添付してください。

（３）処分のための保管上限

	処理施設
	

	産業廃棄物の種類
	処理能力
（ｔ／日）
	かさ比重
（ｔ／㎥）
	乗じる
数量※
	保管上限
（㎥）
	処理前保管施設

	
	処理能力
（㎥／日）
	
	
	保管施設No.
	保管容量
（㎥）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	産業廃棄物の種類別
保管上限の最大値
①
	
	合計
②
	


　保管施設の合計容量（②）が、産業廃棄物の種類別保管上限の最大値（①）を超えないこと。

　※　１４。ただし、建設業に係る木くず及びがれき類（石綿含有産業廃棄物を除く。）で分別されたものを再生する処理施設において、当該産業廃棄物を再生のために保管する場合は、２８（アスファルト・コンクリートにあっては７０）。
　　　その他、環境省令で定める基準に基づく。

【計算式】
　処理能力（ｔ／日）÷かさ比重（ｔ／㎥）＝処理能力（㎥／日）
　処理能力（㎥／日）×乗じる数量＝保管上限（㎥）

